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（１）事業報告の「Ⅵ. 株式会社の支配に関する基本方針」 
 

当社は、平成23年10月３日開催の当社取締役会において、「当社の財務及び事業の方
針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」（以下、「基本方針」といいま
す。）を決定するとともに、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事
業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして「当社株式の大規模買
付行為への対応方針（買収防衛策）」を導入いたしました。平成24年５月11日開催の当
社取締役会において所要の変更を行ったうえで、同年６月26日開催の定時株主総会にお
ける株主の皆様の承認を条件として「当社株式の大規模買付行為への対応方針（買収防
衛策）」を継続することを決定し、当該定時株主総会において、その継続が承認されま
した（以下、継続後の対応方針を「本対応方針」といいます。）。基本方針の内容、基
本方針の実現に資する取組み及び本対応方針の内容は次のとおりであります。 
 

Ⅰ 基本方針の内容 
当社は、当社グループの財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの

企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上していくことを可能とする者が望ましい
と考えております。もっとも、上場会社として当社株式の自由な売買が行われている以
上、特定の者の大規模な買付行為に応じて当社株式の売却を行うか否かは、最終的には
当社株式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えます。 
しかしながら、株式の大規模買付行為の中には、その目的等から見て企業価値ひいて

は株主共同の利益を著しく損なうもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強制するおそ
れがあるもの、株主の皆様が買付けの条件等について検討したり、当社取締役会が代替
案を提案したりするための十分な時間や情報を提供しないもの等も散見されます。また、
船舶部門及び陸上部門を手掛ける当社グループの経営においては、当社グループが保有
する有形無形の経営資源、将来を見据えた施策の潜在的効果、当社グループに与えられ
た社会的使命、それら当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を構成する要素
等への理解に基づく中長期的な視野を持った経営施策が必要不可欠です。かかる買付行
為がなされる場合や当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者によりかかる中長期
的視野を欠く経営がなされる場合、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益や
当社グループに関わる全てのステークホルダーの利益は毀損されることになる可能性が
あります。 
従って、当社としましては、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資

さない大規模買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者とし
て不適切であり、このような大規模買付行為を行う者に対しては必要かつ相当な対抗措
置をとることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると
考えております。 
 

Ⅱ 基本方針の実現に資する取組み 
 

１．当社グループの企業価値の源泉について 
当社グループの歴史は、明治44年造船業から創まり、“まごころこめて生きた船を造

る”という製品を重んずる精神及び造船業で培った技術を他分野に展開し、事業の多角
化を進めてきました。現在、持株会社である当社の下に各種船舶の建造・修理及び鉄鋼
構造物の製造等を手掛ける造船グループ、立体駐車装置・建設機械・化粧品製造用機械
等を製造する陸上グループ、遊戯機械の製造及び遊園地運営を行うレジャーグループ、
並びにソフトウェア開発・警備保障業務等を行うサービス事業グループの４つの事業領
域を展開しております。 
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造船をはじめ特殊かつ高度な技能を要するこれらの事業領域において永年蓄積された
専門技術・技能・ノウハウを基盤に、安全性に優れ環境に配慮した船舶ほか高品質な製
品を世に送り出すとともに、建設用エレベーター、遊戯機械及び化粧品製造用機械等に
おいて国内で高いシェアの製品を手掛け、社会への貢献と企業価値の向上に努めており
ます。 
そもそも当社グループの重要な経営資源、すなわち当社グループの企業価値の源泉は、

顧客ニーズに即した製品を提供し続ける技術開発力、熟練した技能及び豊富なノウハウ
を有する従業員、顧客・地域社会・取引先との信頼関係、技術力の結晶を生み出す当社
グループの事業拠点、人々の生活を豊かにするために日々研鑚する企業精神等にあると
考えております。 
当社グループ製品の大部分は、特定の限られた市場における企業間取引に依存してお

り、顧客の緊密な取引関係を重視した経営と地道な事業活動を欠くと、継続して企業価
値を高めることはできません。また、高品質な製品を安定的に社会に提供し、かつ、多
様化するニーズに応えていくには、各事業拠点における専門技術の深化とそれらを融合
したシナジー技術の活用による開発及び製造、これを支える従業員、下請業者等の取引
先・地域社会との信頼関係が不可欠であります。当社グループは、社会に信頼される存
在であることを常に意識し、創業以来脈々と息づく製品を重んずる精神と技術を礎とし
て、顧客の信用、従業員をはじめ地域社会・取引先との信頼関係を築いております。 
 
２．企業価値向上に向けた中長期的な取組み 
当社グループといたしましては、これら企業価値の源泉を最大限に活用しつつ、以下

の取組みにより、中長期的な視点から企業価値の向上に努めております。 
◎ 持株会社の下で、連結経営のレベルアップを図り、それぞれの事業に最適なビ
ジネスモデルの構築や、事業特性に応じたリスク管理力の強化を図っております。 

◎ 持株会社に各事業グループを担当する役員を置き、事業グループ内における会
社間の有機的な結合、シナジー効果の創出によって、事業グループ全体、ひいては
当社グループ全体の収益力の強化を図っております。 

◎ 多様化する顧客ニーズと信頼に応えるとともに、安全かつ、環境に配慮した製
品の開発等の技術革新に絶えず取組み、製品の安全性、信頼性の確保を図っており
ます。 

◎ 自ら考え、働く集団を目指し、仕事の重要度や役割の大きさにより公正な評価
と処遇を実現し、かつ人が育ち将来のキャリアを見通せる人事制度を導入すること
により、次代に備えた人づくりと、職員の能力・意欲を引き出し、成果を実現させ
る会社づくりを進めております。 

◎ 教育研修制度の充実により、永年にわたって蓄積した専門技術・技能・ノウハ
ウの維持、向上及び円滑な継承を行うとともに、マネジメント力の強化と活力ある
組織風土を実現いたしております。 

◎ 相互信頼に基づく良好な労使関係を継続しております。 
◎ 100年以上にわたり培った社会的信用や、４つの事業領域での実績を通して構築
された顧客、地域社会、取引先等との揺るぎない信頼関係を維持しております。 

 
３．コーポレート・ガバナンスの強化充実に向けた取組み 
当社は、社会の構成員として企業経営の透明性及び公正性を十分に認識し実践すると

ともに、激変する経営環境のもとでの着実な利益による成長を通して企業価値を継続的
に高めていくことが企業経営の使命であると考えております。そのための経営上の組織
体制や仕組みを整備し、迅速かつ柔軟に必要な施策を実施するコーポレート・ガバナン
スが最も重要であると考えております。 
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当社は、経営の「意思決定機能」及び業務執行の「監督機能」と「業務執行機能」を
分離し、効率的な意志決定及び業務執行の体制を構築するとともに、経営の透明性を保
ちつつ、企業価値の向上を目指すことを狙いとして、執行役員制度を導入いたしており
ます。また、事業年度ごとの経営責任をより一層明確にし、株主の皆様からの信任の機
会を増やすために、取締役の任期を１年といたしております。 
このような体制整備のほか、当社グループでは情報開示をより一層充実させることに

よって、株主の皆様やその他外部からのチェック機能を高め、経営の透明度を高めてま
いりたいと考えております。 
これらの取組みを含め、今後とも一層のコーポレート・ガバナンスの強化を図ってま

いります。上記コーポレート・ガバナンスの強化充実に向けた取組みは、企業価値向上
に向けた中長期的な取組みを推進し、企業価値ひいては株主共同の利益の向上を図る基
盤となるものと考えます。従って、かかる取組みは、基本方針に沿うものであると考え
ます。 
 

Ⅲ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配される
ことを防止するための取組み 
本対応方針は、基本方針に照らし、特定株主グループの議決権割合を20％以上とする

ことを目的とする当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権
割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（市場取引、公開買付け等の具体的な買付
方法の如何を問いませんが、あらかじめ当社取締役会が同意した者による買付行為を除
きます。かかる買付行為を以下「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を
以下「大規模買付者」といいます。）が行われる場合には、以下のとおり一定の合理的
なルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）に従っていただくこととし、これ
を遵守した場合及び遵守しなかった場合につき一定の対応方針を定めることをもって、
基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配される
ことを防止することを目的としております。 
 
（大規模買付ルールの概要） 
当社が設定する大規模買付ルールとは、①大規模買付者が当社取締役会に対して大規

模買付行為に関する必要かつ十分な情報を事前に提供し、②当社取締役会のための一定
の評価期間が経過し、かつ③当社取締役会または株主総会が新株予約権の発行等の対抗
措置の発動の可否について決議を行った後に大規模買付行為を開始する、というもので
す。 
（大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合） 
大規模買付者により大規模買付ルールが遵守されなかった場合には、具体的な買付方

法の如何にかかわらず、当社取締役会は、企業価値ひいては株主共同の利益を守ること
を目的として、新株予約権の発行等、会社法その他の法律及び当社定款が認める対抗措
置をとり、大規模買付行為に対抗する場合があります。大規模買付者が大規模買付ルー
ルを遵守したか否か及び対抗措置の発動の適否は、外部専門家等の意見も参考にし、ま
た独立委員会の勧告を最大限尊重し、当社取締役会が決定します。 
具体的にいかなる手段を講じるかについては、その時点で最も適切と当社取締役会が

判断したものを選択することとします。 
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（大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合） 
大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大

規模買付行為に反対であったとしても、当該買付提案についての反対意見を表明したり、
代替案を提示することにより、当社株主への説明責任を果たすものとし、原則として株
主総会決議にかけることなく当該大規模買付行為に対する対抗措置を発動することはあ
りません。当該大規模買付行為に対する対抗措置を発動するか否かは、当社株主の皆様
に株主総会において、当該買付提案及び当社が提示する当該買付提案に対する意見、代
替案等をご考慮のうえ、ご判断いただくことになります。 
もっとも、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為

が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと認められる場合であると当
社取締役会が判断したときには、当社取締役会は企業価値ひいては株主共同の利益を守
るために適切と考える方策を取ることがあります。 
上記の例外的対応をとる際の判断の客観性及び合理性を担保するため、当社取締役会

は、大規模買付者の提供する買付後経営方針等を含む本必要情報に基づいて、外部専門
家等の助言を得ながら、当該大規模買付者及び大規模買付行為の具体的内容や、当該大
規模買付行為が企業価値ひいては株主共同の利益に与える影響を検討し、独立委員会か
らの勧告を最大限尊重したうえで判断します。 
（独立委員会の設置） 
本対応方針を適正に運用し、当社取締役会によって恣意的な判断がなされることを防

止するための諮問機関として、独立委員会を設置しております。独立委員会の委員は３
名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から
独立している当社社外取締役、当社社外監査役、及び社外有識者の中から選任します。 
（本対応方針の有効期限） 
本対応方針の有効期限は、平成24年６月26日開催の定時株主総会においてその継続が

承認されたことから、当該定時株主総会の日から３年以内に終了する事業年度のうち最
終のものに関する定時株主総会終結の時までとし、以降、本対応方針の更新（一部修正
したうえでの継続も含みます。）については、当社の株主総会の承認を経ることといた
します。 
但し、本対応方針の有効期間中であっても、当社の株主総会において本対応方針を廃

止する旨の決議が行われた場合、または当社取締役会が独立委員会の勧告を最大限尊重
したうえで本対応方針を廃止する旨の決議を行った場合には、当該決議の時点をもって
本対応方針は廃止されるものとします。その場合には、当社は、その廃止の事実を速や
かに開示いたします。 
また、本対応方針の有効期間中であっても、企業価値ひいては株主共同の利益の向上

の観点から、関係法令の整備や、金融商品取引所が定める上場制度の整備等を踏まえ随
時見直しを行い、独立委員会の勧告を最大限尊重して、本対応方針の変更を行うことも
あります。その場合にも、当社は、その変更内容を速やかに開示いたします。 
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Ⅳ 上記の取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 
(1) 基本方針の実現に資する取組み 

企業価値向上に向けた中長期的な取組みは、当社グループの企業価値ひいては株主共
同の利益を向上させるものであり、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を
著しく損なう大規模な買付行為を行う者が現れる危険性を低減するものと考えます。従
って、かかる取組みは、基本方針に沿うものであると考えます。 
また、コーポレート・ガバナンスの強化充実に向けた取組みは、企業価値向上に向け

た中長期的な取組みを推進し、企業価値ひいては株主共同の利益の向上を図る基盤とな
るものと考えます。従って、かかる取組みは、基本方針に沿うものであると考えます。 
 

(2) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配され
ることを防止するための取組み 
本対応方針は、基本方針の考え方に沿って設計され、当社株主の皆様が大規模買付行

為に応じるか否かを判断するために必要な情報や当社取締役会の意見の提供、代替案の
提示を受ける機会の提供を保証することを目的としております。 
本対応方針によって、当社株主及び投資家の皆様は適切な投資判断を行うことができ

ますので、本対応方針が企業価値ひいては株主共同の利益を損なうものではなく、むし
ろその価値及び利益に資するものであると考えます。 
また、本対応方針は、当社取締役会が対抗措置を発動する場合を事前かつ詳細に開示

しており、当社取締役会による対抗措置の発動はかかる本対応方針の規定に従って行わ
れます。加えて、大規模買付行為に関して当社取締役会が評価・検討、当社取締役会と
しての意見のとりまとめ、代替案の提示、大規模買付者との交渉を行い、または対抗措
置を発動する際には、外部専門家等の助言を得るとともに、当社の業務執行を行う経営
陣から独立している委員で構成される独立委員会へ諮問し、同委員会の勧告を最大限尊
重するものとされています。このように、本対応方針には、当社取締役会による適正な
運用を担保するための手続きも盛り込まれています。 
以上から、本対応方針が当社役員の地位の維持を目的とするものでないことは明らか

であると考えております。 
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（ご参考） 
 本対応方針の有効期間は、平成27年６月23日開催予定の第４期定時株主総会（以下、
「本定時株主総会」といいます。）の終結の時までとなっております。当社は平成27
年５月８日開催の取締役会において、本定時株主総会終結の時をもって、本対応方針
を更新せずに廃止するとともに、平成27年６月23日付で下記のとおり「株式会社の支
配に関する基本方針」を変更することを決議いたしました。 
 
 
Ⅰ 基本方針の内容 
 当社は、当社グループの財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループ
の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上していくことを可能とする者が望ま
しいと考えております。もっとも、上場会社として当社株式の自由な売買が行われて
いる以上、特定の者の大規模な買付行為に応じて当社株式の売却を行うか否かは、最
終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考
えます。 
 しかしながら、株式の大規模買付行為の中には、その目的等から見て企業価値ひい
ては株主共同の利益を著しく損なうもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強制する
おそれがあるもの、株主の皆様が買付けの条件等について検討したり、当社取締役会
が代替案を提案したりするための十分な時間や情報を提供しないもの等も散見されま
す。また、船舶部門及び陸上部門を手掛ける当社グループの経営においては、当社グ
ループが保有する有形無形の経営資源、将来を見据えた施策の潜在的効果、当社グル
ープに与えられた社会的使命、それら当社グループの企業価値ひいては株主共同の利
益を構成する要素等への理解に基づく中長期的な視野を持った経営施策が必要不可欠
です。かかる買付行為がなされる場合や当社の財務及び事業の方針の決定を支配する
者によりかかる中長期的視野を欠く経営がなされる場合、当社グループの企業価値ひ
いては株主共同の利益や当社グループに関わる全てのステークホルダーの利益は毀損
されることになる可能性があります。 
 従って、当社としましては、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に
資さない大規模買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者
として不適切であると考えております。 
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Ⅱ 基本方針の実現に資する取組み 
 当社グループは、造船業を祖業として、「まごころこめて生きた船を造る」という、
ものづくりに懸ける精神と培った技術を他分野に展開し、安全、環境の配慮と技術に
裏打ちされた確かな品質・性能を備えた製品の提供を通じて、ステークホルダーであ
る株主の皆様、顧客、仕入先、協力会社、金融機関、従業員から信頼され、社会にと
って魅力ある企業として持続的に発展することを目指しています。 
 造船業界においては、“二つの過剰”（過剰船腹・過剰建造能力）による需給ギャ
ップが大きく、生き残りをかけ、統合や合従連衡、海外進出といった規模拡大を図る
動きも見られる中、当社を取り巻く環境も厳しい状況が続くことが見込まれます。 
 このような環境の下、当社は、グループの原点である造船業を“コア事業”、造船
業以外の様々な多角化事業（陸上・レジャー・サービス事業）を“第二のコア事業”
と位置付け、体質を強化し、環境の変化に柔軟に対応しながら、この二つの事業のバ
ランスのとれた成長を通じて企業価値を持続的に高めていくため、「高い技術力」
「強い現場力」「コスト競争力」「不断の経営革新」「人財重視経営」を基軸とする
諸施策を推し進め、将来に亘って成長を続け、収益力を高める基盤づくりに取り組ん
でおります。また、グループ各社は、それぞれの事業環境に応じたビジネスモデルを
構築し、“自立と自律”を目標にして一層の社業発展に努めております。 
 さらに、当社は、コーポレート・ガバナンスの強化の一環として、執行役員制度を
導入しており、経営の「意思決定」及び「監督」機能と「業務執行」機能の分離を進
めているほか、経営環境の変化に迅速に対応できる機動的な経営体制の確立と取締役
の経営責任を明確にするために取締役の任期を１年としております。また、取締役会
の監督機能を高め経営の透明性を向上させるべく、２名の社外取締役と３名の社外監
査役を独立役員として招聘しております。このような体制整備のほか、当社グループ
では情報開示をより一層充実させることによって、株主の皆様やその他外部からのチ
ェック機能を高め、経営の透明度を高めてまいりたいと考えております。 
 
Ⅲ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配
されることを防止するための取組み 
 当社は、大規模買付行為を行おうとする者に対しては、大規模買付行為の是非を株
主の皆様が適切に判断するための必要かつ十分な情報の提供を求め、あわせて当社取
締役会の意見等を開示し、株主の皆様の検討のための時間と情報の確保に努める等、
金融商品取引法、会社法及びその他関係法令の許容する範囲内において、適切な措置
を講じてまいります。 
  
Ⅳ 上記の取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 
 上記の各取組みは、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を向上させる
ものであり、当社役員の地位の維持を目的とするものではなく、いずれもⅠの基本方
針の内容に沿うものであります。 

  



 
  

- 8 - 

 

（２）連結計算書類の「連結注記表」 
 
1.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 
(1)連結の範囲に関する事項 
①連結子会社の数は13社であり、その社名は次のとおりであります。 
 サノヤス造船㈱、サノヤス建機㈱、サノヤス・エンジニアリング㈱、サノヤス精密
工業㈱、加藤精機㈱、ケーエス・サノヤス㈱、みづほ工業㈱、山田工業㈱、サノヤ
ス・ライド㈱、サノヤス・ライドサービス㈱、Sanoyas Rides Australia Pty Ltd、
Melbourne Star Management Pty Ltd、㈱サノテック  
 なお、サノヤス精密工業㈱は平成26年12月５日会社分割による新規設立に伴い、当
連結会計年度より連結子会社となりました。 

②非連結子会社は次のとおりであります。 
美之賀机械（无錫）有限公司、㈱大鋳、PT.DAICHU INDONESIA、サノヤス・インタ

ラクションズ㈱、サノヤス商事㈱、サノヤス安全警備㈱、サノヤス産業㈱、サノヤス
建物㈱ 
非連結子会社の総資産額、売上高、当期純損益（持分相当額）及び利益剰余金（持

分相当額）等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないので、連結の範
囲から除外しております。 
なお、サノヤス・インタラクションズ㈱は平成26年８月28日新規設立、㈱大鋳及び

PT.DAICHU INDONESIAは平成27年３月２日の買収により子会社となっております。 
(2)持分法の適用に関する事項 

持分法を適用した関連会社は１社であり、その社名は次のとおりであります。 
CENTENARY MARITIME S.A. 

持分法を適用しない非連結子会社は次のとおりであります。 
美之賀机械（无錫）有限公司、㈱大鋳、PT.DAICHU INDONESIA、サノヤス・インタ

ラクションズ㈱、サノヤス商事㈱、サノヤス安全警備㈱、サノヤス産業㈱、サノヤス
建物㈱ 
非連結子会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 
(3)連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 
(4)会計処理基準に関する事項 
①重要な資産の評価基準及び評価方法 
1)有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 
時価のあるもの………決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定） 

時価のないもの………移動平均法による原価法 
2)デリバティブの評価基準及び評価方法 

デ リ バ テ ィ ブ ………時価法 
3)たな卸資産の評価基準及び評価方法 

仕  掛  品………主として個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性
の低下による簿価切下げの方法により算定） 

そ の 他………主として移動平均法に基づく原価法（連結貸借対照表価額は
収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 
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②重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産………主として定率法 
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については、定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は、建物７～50年、機械装置６～25

年であります。 
また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、

償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等
償却する方法によっております。 

無 形 固 定 資 産………定額法 
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して
おります。 

③重要な引当金の計上基準 
1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収の可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。 

2)賞与引当金 
従業員の賞与に充当するため、支給見込額基準により計上しております。 

3)保証工事引当金 
工事完成後に無償で補修すべき費用の支出に備えるため、過去２年間の実績を基

礎とした発生見込額のほか、個別に勘案した見積額を計上しております。 
4)受注工事損失引当金 

連結会計年度末の未引渡工事で損失が確実視され、かつ、連結会計年度末時点で
当該損失額を合理的に見積ることが可能な工事について、翌連結会計年度以降の損
失見積額を引当計上しております。 

5)固定資産撤去費用引当金 
固定資産について、将来発生が見込まれる解体撤去に伴う費用の支出に備えるた

め、その費用見込額を計上しております。 
④退職給付に係る会計処理の方法 
1)退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

2)数理計算上の差異及び過去勤務費用の処理方法 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌連
結会計年度から費用処理しております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５
年）による定額法により費用処理しております。 

3)小規模企業等における簡便法の採用 
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付

に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用して
おります。 
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（会計方針の変更） 
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下

「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」と
いう。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ
られた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算
方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準
へ変更するとともに、割引率の決定方法を平均残存勤務期間に基づく割引率から、
退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割
引率へ変更しております。 
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的

な取扱いに従って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の
計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 
この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が532,169千円減少し、

利益剰余金が529,081千円増加しております。なお、これに伴う当連結会計年度の
損益への影響は軽微であります。 
 

⑤その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
1)重要なヘッジ会計の方法 
ⅰ)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては、特例処
理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

ⅱ)ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段………為替予約取引及び金利スワップ取引 
ヘッジ対象………外貨建予定取引及び借入金利息 

ⅲ)ヘッジ方針 
市場リスクに係る管理規程に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘ

ッジしております。 
ⅳ)有効性評価の方法 

ヘッジ対象とヘッジ手段について、相場変動額またはキャッシュ・フロー変動
額を、ヘッジ期間全体にわたり比較し、有効性を評価しております。 

2)収益及び費用の計上基準 
完成工事高の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ
いては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事に
ついては工事完成基準を適用しております。 

3)消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 

4)連結納税制度の適用 
当社及び一部の子会社は連結納税制度を適用しております。 
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2.追加情報 
（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正） 
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部

を改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、
当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成27年４月１日以降
解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の35.62％から、回
収又は支払が見込まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのものは
33.02％、平成28年４月１日以降のものについては32.22％にそれぞれ変更されております。 
その結果、繰延税金負債が230,815千円減少し、当連結会計年度に計上された法人税等

調整額が115,237千円、その他有価証券評価差額金が114,764千円及び退職給付に係る調整
累計額が813千円それぞれ増加しております。 
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3.連結貸借対照表に関する注記 
(1)担保に供している資産及び担保に係る債務 
①担保に供している資産 

現 金 及 び 預 金              68,594 千円 
売 掛 金               6,005 千円 
商 品 及 び 製 品               7,654 千円 
貯 蔵 品              49,371 千円 
建 物           2,279,107 千円 
構 築 物           1,705,180 千円 
ド ッ ク 船 台             650,910 千円 
機 械 装 置           3,545,204 千円 
運 搬 具               3,519 千円 
工 具 器 具 備 品              46,525 千円 
土 地           3,151,585 千円 
定 期 預 金              18,000 千円 

②担保に係る債務 
短 期 借 入 金           5,779,723 千円 
長 期 借 入 金           5,673,877 千円 

(2)損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と受注工事損失引当金は、相殺せ
ずに両建てで表示しております。損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産
のうち、受注工事損失引当金に対応する額は118,974千円であります。 

(3)有形固定資産の減価償却累計額       46,631,493 千円 
(4)受取手形割引高                         74,352 千円 

 
4.連結損益計算書に関する注記 

売上原価に含まれている受注工事損失引当金繰入額   1,118,000 千円 
 
5.連結株主資本等変動計算書に関する注記 
(1)発行済株式の種類及び総数     普通株式 32,600,000株 
(2)剰余金の配当 
①平成26年６月24日の定時株主総会における配当決議 
配当金の総額                162,887 千円 
配当の原資                  利益剰余金 
１株当たりの配当額          ５円 
基 準 日                  平成26年３月31日 
効力発生日                  平成26年６月25日 

②平成27年６月23日の定時株主総会において予定している配当決議 
配当金の総額                162,887 千円 
配当の原資                  利益剰余金 
１株当たりの配当額          ５円 
基 準 日                  平成27年３月31日 
効力発生日                  平成27年６月24日 
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6.減損損失に関する注記 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上
しております。 

場所 用途 種類 

サノヤスホールディングス㈱ 

（大阪府大阪市） 
事業用資産 建物 

サノヤス造船㈱ 

（岡山県倉敷市） 
事業用資産 建物 

サノヤス・ライド㈱ 

（栃木県那須塩原市） 
賃貸用資産 建物、構築物、土地 

サノヤス・ライド㈱ 

（和歌山県和歌山市） 
事業用資産 機械装置 

加藤精機㈱ 

（山梨県甲府市） 
事業用資産 土地 

サノヤス造船㈱ 

（岡山県倉敷市） 
遊休資産 土地 

サノヤス造船㈱ 

（三重県志摩市） 
遊休資産 土地 

サノヤス・ライド㈱ 

（山梨県北杜市） 
遊休資産 建物、土地 

加藤精機㈱ 

（三重県度会郡） 
遊休資産 土地 
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当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分にて、賃貸用資産及び遊休資
産については個別物件単位にてグルーピングを行っております。 
事業用資産及び賃貸用資産については、将来キャッシュ・フローの見積期間にわたって

回収可能性が認められないため、また、遊休資産については現在使用見込みがなく時価が
下落しているため、各資産グループの帳簿価額を回収可能価額または備忘価額まで減額
し、当該減少額を減損損失（343,915千円）として特別損失に計上しております。 
減損損失の内訳は、以下のとおりであります。 

（単位：千円） 

場所 建物 構築物 機械装置 土地 計 

サノヤスホールディングス㈱ 

（大阪府大阪市） 
4,170 － － － 4,170 

サノヤス造船㈱ 

（岡山県倉敷市） 
51,923 － － － 51,923 

サノヤス・ライド㈱ 

（栃木県那須塩原市） 
2,236 11 － 4,886 7,133 

サノヤス・ライド㈱ 

（和歌山県和歌山市） 
－ － 830 － 830 

加藤精機㈱ 

（山梨県甲府市） 
－ － － 255,001 255,001 

サノヤス造船㈱ 

（岡山県倉敷市） 
－ － － 5,000 5,000 

サノヤス造船㈱ 

（三重県志摩市） 
－ － － 12,829 12,829 

サノヤス・ライド㈱ 

（山梨県北杜市） 
6,437 － － 554 6,991 

加藤精機㈱ 

（三重県度会郡） 
－ － － 37 37 

合計 64,766 11 830 278,308 343,915 

なお、サノヤスホールディングス㈱の事業用資産は将来キャッシュ・フローが見込まれ
ないため、備忘価額まで減額しております。 
また、サノヤス造船㈱、サノヤス・ライド㈱及び加藤精機㈱の事業用資産及びサノヤ

ス・ライド㈱の賃貸用資産は営業損益の継続的なマイナスまたは帳簿価額に対する市場価
格の著しい下落等のため減損損失を認識しております。なお、サノヤス造船㈱及びサノヤ
ス・ライド㈱の事業用資産は正味売却価額により測定し、時価については不動産鑑定評価
額等によっております。サノヤス・ライド㈱の賃貸用資産及び加藤精機㈱の事業用資産は
回収可能価額を使用価値により測定し、将来キャッシュ・フローを３%で割引いて算定して
おります。 
サノヤス造船㈱、サノヤス・ライド㈱及び加藤精機㈱の遊休資産は正味売却価額により

測定し、サノヤス造船㈱の岡山県倉敷市の遊休資産の正味売却価額は売却予定価額、サノ
ヤス造船㈱の三重県志摩市の遊休資産及びサノヤス・ライド㈱の遊休資産の正味売却価額
は不動産鑑定評価額、加藤精機㈱の遊休資産の正味売却価額は主に路線価を基にした価額
により評価しております。 
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7．金融商品に関する注記 

(1)金融商品の状況に関する事項 
当社グループは、必要な資金については主に銀行借入による方針であります。一時

的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブは、為替変動リ
スク及び金利変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方
針であります。 
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当

該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高確認を行うとともに、主な取引
先の信用状況を把握する体制をとっております。 
また、投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、保有有価証券

の多くが取引先の上場株式であり、四半期ごとに時価の把握を行っております。 
主に非連結子会社等に対して長期貸付を行っております。 
営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払法人税等は、１年以内の支払期日で

あります。 
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主

に設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒
されていますが、このうち長期借入金の一部については、支払金利の変動リスクを回
避し支払利息の固定化を図るために、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッ
ジ手段として利用しております。先物為替予約取引等は、通常の輸出入取引に係る為
替相場の変動によるリスクを軽減するため成約額の範囲内に限定して行っております。 
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(2)金融商品の時価等に関する事項 
平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるも
のは、次表には含めておりません（（注２）参照）。 

（単位：千円） 

 連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

①現金及び預金 24,256,533 24,256,533 － 

②受取手形及び売掛金 12,965,757 12,965,757 － 

③投資有価証券 5,318,142 5,318,142 － 

④長期貸付金 168,603 168,603 － 

資産計 42,709,037 42,709,037 － 

①支払手形及び買掛金 10,210,444 10,210,444 － 

②短期借入金 4,180,000 4,180,000 － 

③未払法人税等 252,725 252,725 － 

④長期借入金 

（１年内返済予定を含む） 
18,316,101 18,378,158 △62,057 

負債計 32,959,271 33,021,329 △62,057 

デリバティブ取引（※）    

①ヘッジ会計が適用されていないもの － － － 

②ヘッジ会計が適用されているもの 1,196,383 1,196,383 － 

デリバティブ取引計 1,196,383 1,196,383 － 

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正
味の債務となっております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

①現金及び預金、並びに ②受取手形及び売掛金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 
③投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引先金融機関等
から提示された価格等によっております。 

④長期貸付金 
長期貸付金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸付

先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら当該帳簿価額によっております。一方、固定金利によるものは、その将来キャッシ
ュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引い
た現在価値により算定しておりますが、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿
価額によっております。 
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負 債 

①支払手形及び買掛金、②短期借入金、並びに ③未払法人税等 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 
④長期借入金 

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社
グループ各社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額にほ
ぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、
一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同様の新規借入において
想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入
金のうち金利スワップの特例処理の対象とされているものの時価は（下記 デリバティ
ブ取引 参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の
新規借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算出する方法
によっております。 

デリバティブ取引 
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体と

して処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しておりま
す（上記 負債 ④長期借入金 参照）。 
為替予約等の時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

 
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

非上場株式（連結貸借対照表計上額 その他有価証券257,887 千円 関係会社株式
982,813 千円）は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができ
ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「資産 ③投資有価証券」には
含めておりません。 
 

8.資産除去債務に関する注記 
(1)当該資産除去債務の概要 

レジャー事業における遊園地との営業委託契約に伴う原状回復義務等であります。 
(2)当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を見積り、割引率は使用見込期間に対応する国債の利率を使用して資
産除去債務の金額を計算しております。 

(3)当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減 

変動の内容 当連結会計年度における総額の増減 

期首残高 704,590千円 
有形固定資産の取得に伴う増加額 6,246千円 
時の経過による調整額 1,624千円 
資産除去債務の履行による減少額 △146,628千円 
見積りの変更による減少額 △124,642千円 

期末残高 441,191千円 

なお、当連結会計年度において、将来発生すると見込まれる原状回復費用の見積額
が変更になったことに伴い、124,642 千円を資産除去債務残高から減算しております。 
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9.企業結合等に関する注記 

「取得による企業結合」 

(1)企業結合の概要 

①相手企業の名称及び取得した事業の内容 

相手企業の名称     ：古河産機システムズ㈱ 

取得した事業の内容 ：立体駐車装置のアフターサービス事業及びこれに付随する
事業 

②企業結合を行った主な理由 

当社グループの第二のコア事業の一つである陸上事業を強化するべく、その主力
会社の一つであるサノヤス・エンジニアリング㈱が、古河産機システムズ㈱の立体
駐車装置事業を承継し、メンテナンスのみならずこれまでの製造・販売された装置
のアフターサービスを幅広く手掛けることにより、当社グループ全体の企業価値向
上に資するものと考えたためであります。 

③企業結合日 

平成26年４月１日 

④企業結合の法的形式 

現金を対価とする吸収分割による事業承継 

⑤結合後企業の名称 

吸収分割承継会社の名称 サノヤス・エンジニアリング㈱ 

(2)当連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得事業の業績の期間 

平成26年４月１日から平成27年３月31日 

(3)取得した事業の取得原価及びその内訳 

取得の対価         現金及び預金         570,000千円 

取得原価                         570,000千円 

(4)発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

①発生したのれんの金額 

480,574千円 

②発生原因 

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力によるものであります。 

③償却方法及び償却期間 

15年間にわたる均等償却 

 

「共通支配下の取引等」 

（子会社株式の追加取得） 

(1)取引の概要 

①結合当事企業の名称及びその事業の内容 

結合当事企業の名称 ：加藤精機㈱（当社の連結子会社） 

事業内容      ：各種産業用機械部品の精密切削加工・製造等 
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②企業結合日 

平成26年11月19日 

③企業結合の法的形式 

少数株主からの株式取得 

④結合後企業の名称 

変更なし。 

⑤その他取引の概要に関する事項 

追加取得した株式の議決権比率は40％であり、当該取引により加藤精機㈱を当社
の完全子会社としました。当該取得は、市場環境の変化により柔軟に対応できる体
制を整え、当社グループの事業基盤を一層強化するために行ったものであります。 

(2)実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日公表分）
及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準
適用指針第10号 平成20年12月26日公表分）に基づき、共通支配下の取引等のうち、
少数株主との取引として処理しています。 

(3)子会社株式の追加取得に関する事項 

①取得原価及びその内訳 

取得の対価         現金及び預金         465,920千円 

取得原価                         465,920千円 

②発生した負ののれん発生益の金額及び発生原因 

1)発生した負ののれん発生益の金額 

249,205千円 

2)発生原因 

子会社株式の追加取得の取得原価が少数株主持分の減少額を下回ったため、そ
の差額を負ののれん発生益として特別利益に計上している。 

 

10.１株当たり情報に関する注記 

(1)１株当たり純資産額                       557円18銭 
(2)１株当たり当期純利益                      53円36銭 

 

11.重要な後発事象に関する注記 

該当する事項はありません。 
 
 
 
 
 
[ご参考] 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。また、比率等は表示桁未満の

端数を四捨五入して表示しております。 
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（３）計算書類の「個別注記表」 
 
1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 
(1)資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券の評価基準及び評価方法 

子 会 社 株 式 ………移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のないもの ………移動平均法による原価法 

②デリバティブの評価基準及び評価方法 
デ リ バ テ ィ ブ ………時価法 

③たな卸資産の評価基準及び評価方法 
原材料及び貯蔵品………主として移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 
(2)固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産………定率法 
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については、定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は、建物８～50年であります。 
また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、

償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等
償却する方法によっております。 

無 形 固 定 資 産………定額法 
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して
おります。 

(3)引当金の計上基準 
①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。 

②賞与引当金 
従業員の賞与に充当するため、支給見込額基準により計上しております。 

③退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。 
1)退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。 

2)数理計算上の差異及び過去勤務費用の処理方法 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年
度から費用処理しております。 
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により費用処理しております。 
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（会計方針の変更） 
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下

「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。）を当事業年度より適用し、
退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を
期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を平均残
存勤務期間に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの
金額を反映した単一の加重平均割引率へ変更しております。 
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的

な取扱いに従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算
方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減しております。 
この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が38,403千円減少し、繰越利益剰

余金が38,403千円増加しております。なお、これに伴う当事業年度の損益への影響
は軽微であります。 
 

(4)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
①退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理方法は、連結計算書
類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

②ヘッジ会計の方法 
1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては、特例処理
の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
     ヘ ッ ジ 手 段………為替予約取引及び金利スワップ取引 
     ヘ ッ ジ 対 象………外貨建予定取引及び借入金利息 

3)ヘッジ方針 
  市場リスクに係る管理規程に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッ

ジしております。 
4)有効性評価の方法 

  ヘッジ対象とヘッジ手段について、相場変動額またはキャッシュ・フロー変動額
を、ヘッジ期間全体にわたり比較し、有効性を評価しております。 

    ③消費税等の会計処理 
    税抜方式によっております。 
    ④連結納税制度の適用 
    当社は連結納税制度を適用しております。 
 
2.貸借対照表に関する注記 
(1)有形固定資産の減価償却累計額                        226,548 千円 
(2)保証債務 

以下の連結子会社の金融機関からの借入に対して債務保証を行っております。 
サノヤス造船㈱                                10,231,200 千円 
Sanoyas Rides Australia Pty Ltd                  650,000 千円 
サノヤス・エンジニアリング㈱                      34,000 千円 
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(3)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
短期金銭債権                                   1,036,765 千円 
長期金銭債権                                   1,367,060 千円 
短期金銭債務                                     482,312 千円 
長期金銭債務                                      10,195 千円 

 
3.損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 
営業取引による取引高 
売上高                                         1,159,850 千円 
その他の営業取引高                               728,324 千円 

営業取引以外の取引による取引高                      18,468 千円 
 
4.株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における自己株式の種類及び数       普通株式 22,478 株 
 

5.税効果会計に関する注記 

(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
（繰延税金資産） 

繰 越 欠 損 金             171,897 千円 
株 式 評 価 損             105,390 千円 
退 職 給 付 引 当 金              82,628 千円 
資 産 除 去 債 務               3,299 千円 
そ の 他              12,619 千円 
繰 延 税 金 資 産 小 計             375,835 千円 
評 価 性 引 当 額           △375,835 千円 
繰 延 税 金 資 産 合 計                     －   

（繰延税金負債） 
資産除去債務に対する除去費用             △2,161 千円 
前 払 年 金 費 用             △2,137 千円 
繰 延 税 金 負 債 合 計             △4,298 千円 
繰延税金負債の純額             △4,298 千円 

 
(2)法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)及び「地方税法等の一部
を改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、
当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成27年４月１日以降解
消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の35.62％から、回収又
は支払が見込まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31までのものは33.02％、
平成28年４月１日以降のものについては32.22％にそれぞれ変更されております。 
これに伴う影響額は軽微であります。 
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6.関連当事者との取引に関する注記  
（単位：千円） 

種  類 会社等の名称 
議 決 権 等 の 所 有 

(被 所 有 ） 割 合 
関連当事者との関 係 取 引 の 内 容 

取引金額 

(注9) 
科  目 

期末残高 

(注9) 

子 会 社 ㈱ サ ノ テ ッ ク 直接100% 
同 社 製 品 の 購 入 
及び業務委託他 

業務委託料 (注1) 92,811 未払金 18,625 

子 会 社 ｻﾉﾔｽ・ ｴﾝｼ ﾞﾆｱﾘ ﾝｸﾞ㈱ 直接100% 役務の提供他 
業務管理の受託(注2) 31,080 売掛金 2,797 

資金の返済 144,000 長期貸付金 312,000 

子 会 社 サノヤス造船㈱ 直接100% 
従業員の兼務出向等 
役 員 の 兼 務 

兼務者に関する経費

負担受入(注3) 
482,400 

未収入金 723,985 
債務保証(注4) 10,231,200 

被債務保証（注5） 10,908,500 

連結納税による個別

帰属額(注6) 
592,128 

子 会 社 サノヤス建機㈱ 直接100% 役務の提供他 業務管理の受託(注2) 43,200 売掛金 3,888 

子 会 社 サノヤス・ライド㈱ 直接100% 
役務の提供他 
役 員 の 兼 務 

業務管理の受託(注2) 64,800 売掛金 5,832 

資金の貸付 - 長期貸付金 1,000,000 

関係会社向け貸付債

権の譲受（注7） 
1,165,554 － － 

連結納税による個別

帰属額(注6) 
342,528 未払金 342,528 

子 会 社 Sanoyas Rides Australia Pty Ltd 
直接49% 
間接51% 

役 員 の 兼 務 
債務保証(注4） 650,000 － － 

増資の引受（注8） 1,165,554 － － 
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取引条件ないし取引条件の決定方針等 
(注1)価格その他の取引条件は、市場の実勢価格等を勘案して、価格交渉の上決定してお

ります。 
(注2)業務管理料については、当社の人件費等の発生経費に一定額の管理費を上乗せし、

業務管理対象子会社の業務量に応じて按分しております。 
(注3)当社とサノヤス造船㈱を兼務している者の人件費をはじめとする経費を業務量に応

じ分担しております。 
(注4)金融機関からの借入に対して、債務保証を行っております。 
(注5)当社の借入金について、サノヤス造船㈱より債務保証及び有形固定資産6,972,902千

円の担保提供を受けております。 
(注6)連結納税による個別帰属額は、当社の連結納税計算に基づき配分しております。 
(注7)関係会社向け貸付債権の譲受については、当社との間で譲受契約を締結し、債権を

譲り受けております。 
(注8)増資の引受については、デット・エクイティ・スワップの方法により増資を行って

おります。 
(注9)上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税

等が含まれております。 
 
7.１株当たり情報に関する注記 
 (1)１株当たり純資産額                 383円63銭 
 (2)１株当たり当期純利益                19円16銭 

 

8.重要な後発事象に関する注記 
    該当する事項はありません。 
 
9.企業結合等に関する注記 

加藤精機㈱の株式を平成26年11月19日に追加取得したことにより完全子会社になりまし
た。当該取引の詳細につきましては、「連結注記表 9.企業結合等に関する注記」をご参
照ください。 

 
 
 
 
 
 
                                                 
 
[ご参考] 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。また、比率等は表示桁未満の

端数を四捨五入して表示しております。 


